
平成25年12月12日、「平成26年度税制改正大綱（以下、「12月大綱」）」が与党により正式決定
されました。10月1日に既に決定済みの「民間投資活性化等のための税制改正大綱（以下、「10
月大綱」）」に続く第2弾の税制改正大綱です。12月大綱には10月大綱における決定事項も再
掲されていますが、それらの内容については、10月15日付けの弊法人ニュースレターをご参照 
ください。本稿においては、12月大綱に新たに盛り込まれた主要な改正項目について説明いた
します。

1.  法人課税
• 復興特別法人税の一年前倒し廃止が正式に決定されました。この廃止により、平成26年4月
より、法人税（東京都、地方税含む）の実効税率は38.01%から35.64%に低下します。さらな
る法人実効税率の引下げについても、引き続き検討が進められます。

• 企業の交際費について、飲食費（社内接待費を除く）に限り、支出する費用の額の50%が損金
として認められることになります。中小法人については、現行の定額控除（800万円）との選
択制となります。

• 使途秘匿金の支出がある場合の課税の特例が恒久化されます。

• 大法人の欠損金繰戻還付制度の不適用措置が2年延長されます。

• 土地譲渡益重課の適用停止措置が平成29年3月31日まで延長されます。

• 国家戦略特別区域において機械等を取得した場合の税制優遇措置（特別償却、税額控除）が
創設されます。
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2.  消費課税
• 消費税の軽減税率制度については、必要な財源を確保しつ
つ、関係事業者を含む国民の理解を得た上で、税率10%時
に導入されます。今後、引き続き、与党税制協議会におい
て、制度の導入に係る詳細な内容について検討がなされ、
平成26年12月までに結論を得て、与党税制改正大綱が決
定されます。

• 簡易課税制度の「みなし仕入率」が見直されます。「金融業
及び保険業」のみなし仕入率が60%から50%に、「不動産
業」のみなし仕入率が50%から40%に、それぞれ引き下げら
れます。平成27年4月1日以後に開始する課税期間から適
用されます。

• クロス・ボーダー役務提供等に対する消費税の課税につ
いては、平成27年度税制改正に向けて具体的に検討され 
ます。

3.  所得課税・資産課税
• 高所得者の給与所得控除が縮小されます。平成28年分よ
り、給与収入1,200万円超のケースの給与所得控除の上
限額が230万円になります。平成29年分からは、給与収入
1,000万円超のケースの給与所得控除の上限額が220万
円になります。

• 税制非適格ストックオプションを付与された従業員等が、そ
のストックオプションをその発行会社に譲渡した場合には、
給与所得等として課税することとされます。

• ゴルフ会員権、リゾート会員権等の譲渡損失と他の所得と
の損益通算ができなくなります。

• 相続税の取得費加算の特例が見直されます。

4.  金融・証券課税
• 少人数私募債に係る利子で平成28年以後に支払いを受け
るものは、総合課税の対象となります。

• NISA（日本版ISA、少額投資非課税制度）の利便性向上が図
られます。

5.  国際課税
• 国際課税原則が見直されます。非居住者・外国法人に対す
る課税原則が、従来の「総合主義」からOECD承認アプローチ
（AOA）に沿った「帰属主義」へ変更されます。これに応じた
適切な課税を確保するために、必要な法整備が行われます。
この改正は、平成28年4月1日以後に開始する事業年度の
法人税について適用されます。

• 移転価格税制の対象となる非関連者を通じた取引の範囲
に、役務提供取引等が追加されます。

6.  車体課税
• 自動車取得税（地方税）の税率が平成26年4月から引き下
げられます。軽自動車は現在の3%が2%に、自家用普通自動
車は現在の5%が3%になります。消費税率の10%への引上
げが予定されている平成27年10月に、自動車取得税は廃
止されます。

• 軽自動車税（地方税）の増税が行われます。平成27年4
月以降に購入する新車が対象です。自家用乗用車は現行
（7,200円）の1.5倍の10,800円に引き上げられます。

7.  地方課税
• 法人住民税の一部が「地方法人税（仮称）」として国税化さ
れます。地方法人特別税（国税）については、規模が縮小さ
れて法人事業税（地方税）に復元されます。

8.  その他
• 国税不服申立制度が見直されます。処分に不服がある者
は、直接審査請求ができることになります。また、不服申立
期間が「処分があったことを知った日の翌日から3月以内 
（現行:2月以内）」に延長されます。
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